

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































教 464号117頁、羽生 習「令和元年度重要判例解説」臨増ジュリスト 1544号62頁、斎藤 愛「令和元年度重要
判例解説」臨増ジュリスト 1544号10頁、君塚正臣「判例評論」判時 2440号116頁、大島梨沙「判例紹介」民商法
















































































































































































































































































































































































「第10章 性同一性障害特例法の再評価―人権からの批判的考察」石田 仁編著『性同一性障害 ジェンダー・医
療・特例法』（御茶の水書房、2008）261頁）。
135「性的指向・性自認・性的表現及び性的特徴に関する国際人権法の適用に関する追加原則と国家の義務」
htp:/yogyakartaprinciples.org/wp-content/uploads/2017/11/A5_yogyakartaWEB-2.pdf
136国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）、国連ウィメン（UNWomen）、国連合同エイズ計画（UNAIDS）、国連開
発計画（UNDP）、国連人口基金（UNFPA）、国連児童基金（UNICEF）及び世界保健機関（WHO）「Eliminating
forced,coerciveandotherwiseinvoluntarysterilizationAninteragencystatement」WorldHealthOrganization。
htps:/www.unaids.org/sites/default/files/media_asset/201405_sterilization_en.pdf
これを紹介するものとして、日本学術会議 法学委員会・前掲（注20）39頁、針間・前掲（注53）130頁
137筆者の訳による。
htps:/apps.who.int/iris/bitstream/handle/10665/112848/9789241507325_eng.pdf;jsessionid=A978EEBD364
AA504DBFDDC6AB1340683?sequence=1.p7「transgenderandintersexpersons」
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第２節 先進国の動向
海外では、日本と違い、性別の変更を承認する要件として性別適合手術を要しないという動向が
特にヨーロッパで顕著である。この点について、以下のとおり先行研究を参考に理解をすすめる。
例えば、イギリスの2004年のジェンダー承認法138である。この法律は性別適合手術を受け別性の
生活をしていたにも関わらず出生登録の変更が認められなかったトランスセクシュアルにかかる欧
州人権裁判所の判決139などを踏まえた立法化対応であるとされる。その裁判では欧州人権条約140第
８条の私生活の尊重を受ける権利（Righttorespectforprivatelife）141の侵害の有無が問題となった。
その判決では、私生活の権利には性自認に基づく性別の自己決定が尊重される権利があるとしている142。
イギリスのジェンダー承認法での性別変更のための手続きは以下のとおりである。まず、性別承
認の申請をすることができる者は18歳以上で（第１条）、性別違和感をもつ者である（第２条１項
（a）号）。その者は直近の２年間、指定された性とは反対の性で生活していること（第２条１項（b）
号）が必要で、かつ、死亡するまでその性で生活するという意思を有していること（第２条１項
（c）号）が求められる143。
また、ジェンダー承認委員会への申請にあたっては、性別違和を専門とする医師もしくは精神科
の医師の報告書と専門かどうかを問わず別の医師の報告書の２通が必要である（第３条１項（a）
（b））。その専門の医師もしく精神科の医師の報告書には性別違和についての詳細な診断が含まれて
いなければならない（第３条２項）。また、性的特徴を変更することを目的とする治療を受けたこ
と、あるいは、現に受けていること（第３条３項（a））、あるいはその計画がある（第３条３項（b））
場合には、その治療の詳細をいずれかの報告書に記載されていることが必要である。申請にあたっ
てはこれらの条件に合致していることを証言しなければならない（第３条４項）144。イギリスの場
合、専門医の診断書が必要になるが、性別の変更をするために性別適合手術を受けていることは要
件とされていないのである145。
138GenderRecognitionAct2004。「2004年ジェンダー承認法」といわれる。
htps:/www.legislation.gov.uk/ukpga/2004/7/section/1
家永 登「イギリス法における法的性別の決定基準―性別を理由とする婚姻無効の裁判例を中心に」専修大学法
学研究所紀要（43）43頁（2018）
139グッドウィン対イギリス事件（2002）。家永・前掲（注138）40頁。谷口・前掲 （注134）248頁
140ConventionfortheProtectionofHumanRightsandFundamentalFreedom。「人権及び基本的自由の保護のための条約」
は「欧州人権条約」といわれる。
141［欧州人権条約］第８条（私生活および家族生活の尊重を受ける権利）１項 すべての者は、その私生活および家
族生活…の尊重を受ける権利がある。（筆者の訳による）
htps:/www.echr.coe.int/documents/convention_eng.pdf
142谷口・前掲（注134）258-259頁
143［ジェンダー承認法］第１条（申請）と第２条（申請の決定）で、申請要件が明記されている。（筆者の訳による。
性自認の性は条文でacquiredgenderと表記されている。）
144［ジェンダー承認法］第３条（証拠）として、申請にあたっての提出書類が書かれている。（筆者の訳による。条
文は治療（treatment）をうけている場合はという条件付きで書かれている。）
145家永・前掲（注138）43頁。針間・大島・野宮・虎井・上川・前掲（注16）184頁。東・前掲（注６）71頁
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また、スペインでも2007年の特例法によって、性別表記の訂正が認められるためには、２年以上
希望する性のための医学的治療をうけていなければならないが、性別適合手術を受ける必要はない
と規定されているとされる146。
また、ドイツでも、戸籍の性別を変更するためには生殖能力を喪失させることを要件とする特例
法147の定めについて、2011年に、連邦憲法裁判所は違憲と判断した148。同法では、性別変更の要件と
して、性同一性障害が原因で性自認に基づく別性での生活を３年以上していることなどのほか、日
本の特例法で求められているのと同様の生殖能力喪失要件と他の性の性器近似要件が求められてい
る149。
連邦憲法裁判所はこれらの制約要件を違憲とする根拠として、ドイツ憲法150が保障する「人間の尊
厳」（第１条１項）151と同条と結びつく２つの基本的権利（第２条）152に対する侵害をあげる。その
基本的権利のうち、「人格の自由」を保障する一般的人格権（第２条１項）には、性的なアイデンテ
ィティの認識や性別の自己決定権が含まれるとする153。また、「身体不可侵の権利」を保障する一般
的人格権（同条２項）には、生殖能力も保護されているとする154。
連邦裁判所は、性転換手術は著しい健康リスクと副作用を伴うもので、身体不可侵の権利に対す
る重大な侵害にあたるとする。専門分野では性同一性障害者に対する治療として性転換手術は必須
ではないと認識されているとして、性同一性障害の永続性の証明として性転換手術を求めること
は、上記の２つの基本的権利を十分に考慮しておらず、過剰な要件であると指摘しているのであ
る155。
146針間・大島・野宮・虎井・上川・前掲（注16）185頁。東・前掲（注６）67頁。藤戸敬貴「法的性別変更に関する
日本及び諸外国の法制度」国立国会図書館調査及び立法考査局（国立国会図書館）レファレンス830号（2020.３）95頁
147「特別の場合における名前の変更及び性別の確定に関する法律」。「トランスセクシュアル法」もしくは「性転換法」
といわれる。次掲・（注148）75-76頁
1482011年１月11日連邦憲法裁判所判決。平松 毅「性同一性障害者に戸籍法上の登録要件として外科手術を求める
規定の違憲性」ドイツ憲法判例研究会編『ドイツの憲法判例Ⅳ』（信山社出版、2019）73頁。木村・前掲（注80）
６頁。判例タイムズ解説欄・前掲（注80）76頁
149性転換法 第８条。平松・前掲（注148）75頁
150GrundgesetzfürdieBundesrepublikDeutschland。「ドイツ連邦共和国基本法」といわれる。以下の注記では基本法と
いう。htp:/www.gesetze-im-internet.de/gg/index.html
151［基本法］第１条（１）人間の尊厳は不可侵である。これを尊重し、保護することは、すべての国家権力の義務で
ある。（３）以下の基本的権利は、直接に適用される法（Recht）として、立法、行政及び司法を拘束する。（筆
者の訳による）
152［基本法］第２条（１）何人も、他人の権利を侵害せず、かつ憲法上の秩序または道徳原理に違反しない限り、自
らの人格を自由に発展させる権利（Recht）を有する。（筆者の訳による）
第２条（２）何人も、生命及び身体不可侵の権利（Recht）を有する。人身の自由は不可侵である。これらの権利
は、法律の根拠に基づいてのみ、侵害することができる。（筆者の訳による。k8rperlicheUnversehrtheitを身体不可
侵と訳した。）
153平松・前掲（注148）73頁
154平松・前掲（注148）74頁
155平松・前掲（注148）74頁
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このように、ドイツでは性別自己決定権から、性同一性障害者は国家に対して性自認に基づく性
別変更を請求する権利が導き出されるとする156。また、この事件では平等原則は問題となっていな
いが、ドイツ憲法では性別によって差別も優遇も認められないと明記されている157。
また、フランスでも、2016年の法律158で身分法の改正が行われ、性別変更を行うための生殖能力喪
失要件は不要とした159。
改正フランス民法典160の定めは次のとおりである。成人（18歳以上）は身分証書の性別の記載が
自分の外観や他人の認識と合致していないことを十分な事実によって立証する場合には、変更する
ことができる。立証すべき主要な事実は、①自分が要求する性に属していると公に自称しているこ
と、②自分が周囲の家族、友人、あるいは職場の人から要求する性に属していると認識されている
こと、③要求する性に合致するために名前の変更を行っていることである（第61条５項）161
その申請は司法裁判所に提出する。裁判所は、申請内容が上記の要件を充足しているかを確認す
る。その判断にあたっては、医療的処置、外科手術、あるいは不妊手術を受けていないという事実
をもって、申請を拒絶する理由とすることはできないと書かれている（第61条６項）162。フランスの
場合、性自認を公表し、別性への社会的移行が確認できるレベルということになる。この考え方は、
ドイツと同様、本人の意思の尊重と身体の不可侵性から導き出されている。フランスの場合、個人
的な医療情報さえ必要とされていないところに特色がある。また、フランスとドイツに共通するこ
とは、戸籍の性別変更のための要件として、男性名・女性名に変更することを求めていることにも
特色があろう。
また、フランスの事件ではあるが、2017年、欧州人権裁判所は、フランスにおいて性別変更を行
156木村・前掲（注80）６頁
157［基本法］第３条（１）すべての人は、法の下に平等である。（３）何人も、性別、門地、…を理由に、差別され、
又は優遇されてはいけない。何人も、障害を理由に、差別されてはいけない。（筆者の訳による。基本法第３条
は、日本国憲法第14条に対応する。）
158LaLOIn°2016-2017du18novembre2016demodernizationdelajusticedu21èmesiècle。「21世紀司法現代化法」と
いわれる。
htps:/www.legifrance.gouv.fr/jorf/id/JORFTEXT000033418805/
小門 穂「フランスにおける性別表記変更の脱医療化―21世紀司法の現代化法のインパクト」ジェンダー研究
第６巻（2019年12月）157-165頁。
15921世紀司法現代化法第56条では、民法典第60条で名前の変更の申請は身分吏に行うことにするなどの簡素化に加
えて、第61条で性別変更のための申請の定めが追加されている。
160CivilCodeChaptireⅡ:Desactesdel'étatcivil,Section2bis:Delamodificationdelamentiondusexeàl'étatcivil
（Artcles61-5à61-8）htps:/www.legifrance.gouv.fr/codes/section_lc/LEGITEXT000006070721/LEGISCTA00003343763
5?etatTexte=VIGUEUR&etatTexte=VIGUEUR_DIFF#LEGISCTA000033437635
161筆者の訳による。性自認の性はsexerevendiquéと表記されている。
162このほかに、［民法典］第61条６項では、「申請者は自由な意思で、明確に性別の記載を変更することに同意する。
また、申請を支持する証拠になるすべての情報を提出する。」「裁判所は、申請書が第61条５項の定める条件を満
たすことを確認し、身分証書の性別の記載と、必要があれば、名前の変更を命じる。」とある。
また、第61条８項では、「身分証書の性別変更は、変更前の親子関係には影響を及ぼさない。」とある。（筆者の訳
による）
小門・前掲（注158）の説明によれば、これまでの生殖能力を維持することで生じうる出生子の問題は、新たに
「生物学的親」という認定で親子関係を整理するという（164頁）。
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うために従来求めていた実質的に断種を意味する「不可逆的な外見の変更」要件が欧州人権条約第
８条の認める私生活の尊重を受ける権利に違反するとした。その根拠として、第８条の「私生活」
には性自認、性的指向などの身体的・社会的アイデンティティも含まれるという。つまり、同条が
保障する人格的自律の要素として性自認の自己決定権と人格形成の権利が認められるとする163。性
別の変更のために事実上不妊手術を強制することには認められなくなったのである。このように欧
州人権裁判所の判決を受けて、英独仏は性自認に対応する法整備を進めていることがわかる。
グローバル化の中で、社会的・文化的な差異などが原因で、性自認など性の多様性への対応につ
いて世界が必ずしも同一歩調がとられているわけではない164。しかしながら、個人の尊重・人間の尊
厳を重視するヨーロッパの動向は日本においても無視することのできない大きな流れである。日本
において性別変更のための生殖能力喪失要件の問題を考えるにあたっては、これら先進諸国のよう
に、個人の尊厳と人格の尊重という原点に立ち戻って人権保護の視点から再構成することが求めら
れている165。
第６章 まとめ
21世紀はこれまでになく人間の尊厳と個人の人格が尊重され、性別の取扱いについても国家によ
る排他的な性別管理ではなく、個人の性自認に基づく性の選択を許容する大きな流れがある。
性自認に関して日本においても２つの大きな問題が顕在化している。ひとつはトランスセクシュ
アルの性別変更要件であり、もうひとつはトランスジェンダーの性自認に基づくトイレ使用の問題
である。
性自認は、自己のアイデンティティにかかわる根源的核心として、憲法第13条で認める個人の自
律を根拠とする「切り札」としての人権として考えることができる。戸籍の性別変更要件として特
例法で定める性別適合手術は生殖能力の喪失を永久的に求めるもので、生命の処分を迫るものであ
る。また、治療の進歩に鑑みてもそれのみとするのは手段として相当ではない。これは、憲法第13
条で保障する幸福追求権を侵害する。
また、トラスセクシュアルのなかで、性別適合手術をした者のみを性別変更適格者とすることに
対しては、アファーマティブ・アクションという政策的観点からみても、そうでない人の対比で公
平性を損ね、憲法第14条で認める平等原則に違反すると考えられる。
163谷口洋幸「性別変更要件の人権侵害性―AP・ギャルソン・ニコ対フランス事件（ヨーロッパ人権裁判所2017年４
月６日判決）」国際人権 No.30（2019）133頁、判タ解説欄・前掲（注80）76頁
164判タ解説欄・前掲（注80）76頁によれば、アメリカでは、パスポート等の連邦レベルでの性別変更の訂正には性
別適合手術を必要としないが、出生証明書等の州レベルでの性別訂正については同手術の要否につき対応を異に
するとある。
165針間・前掲（注53）135頁
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特例法の「性同一性障害」という表記は、2022年にWHO対応のため「性別不合」などの表記に変
更となることが想定される。その際、単なる表現の変更にとどまらず、同法の性別変更要件を見直
すべきタイミングなのである。それらの問題を考えるヒントとして、「ジェンダー化されたセック
ス」（genderedsex）という概念が有益ではないかと考えた。
また、トイレの使用問題については、トランスジェンダーの人もそうでない人にも憲法第13条ま
たは第21条でトイレという空間でのプライバシー権が認められているため、その調整は簡単ではな
い。そのため、ガイドラインの制定などによるルール化のほか、多様な性に応じた個別の対応が職
場・学校でまずは求められる。
これらの問題は国民的な理解が求められるもので、多くの人に関心をもってもらいたいテーマで
ある。そのなかで、命の大切さと性の多様性が尊重される寛容な社会が実現することを強く望む。
おわりに
本稿を執筆するきっかけとなったのは、性別適合手術を受け、男性の戸籍を得たことをカミング
アウトしている音楽家・敦賀ひろきさん166の「肢体は魂の入れ物、借り物」という言葉である。ト
ランスセクシャルについてもっと知りたいと思ったからである167。
2020年度の経済学部１年生合同ゼミナール（法律学）において、第１回は「姓と人権」（夫婦同氏
（姓）制度）、第２回は「性と人権」（性の多様性）をとりあげ、第３回は「生と人権」についての
グループ討議とプレゼンテーションを学生に行ってもらった。敦賀さんには、第２回目に「自他の
いのちを尊ぶ～万物は振動でできている～」の講話を行ってもらった。敦賀さんからはいろいろな
示唆をいただき、厚くお礼申し上げる。また、敦賀さんを紹介していただいた、旭川大学保健福祉
学部で家族社会学を教えている嶋崎東子准教授にもお礼を申し上げる。
なお、本稿のテーマについての理解と私見についてはすべて私に責任がある。
追 記
本稿を紀要編集委員会に提出後、日本学術会議の分科会が新たに性的マイノリティの権利保障の
ための提言を公表していることが分かった168。その内容については別途検討のうえ、私見を述べさ
せていただく機会を得たい。そのため、本稿はその文献を読むことなく終えている169。
166上川郡当麻町在住のシンガーソングライター。相馬佐江子編著『性同一性障害 30人のカミングアウト』（双葉社、
2004）76頁に掲載されている。
167上川あや『変えてゆく勇気―「性同一性障害」の私から』（岩波書店、2014）
168日本学術会議 法学委員会「社会と教育におけるLGBTIの権利保障分科会」「提言 性的マイノリティの権利保障
をめざして（Ⅱ） ―トランスジェンダーの尊厳を保障するための法整備に向けて―」（2020年９月23日）
htp:/www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-24-t297-4.pdf
169この他、東京地判令和元年12月12日・前掲（注69）に関する判タ1479号（2021年２月）121頁がある。
